
インドネシアでは2005年に十年ぶりにポリオが発生して
かつてない大流行となり、225人の子どもに麻痺が発症
しました。追跡調査により、感染源は西ジャワ州にある
村であり、最初の感染例だった子どもたちは政府が運営
する医療機関から200メートルの場所に住んでいたこと
が判明しました。 
子どもたちは医療機関の近くに住んでいたにもかかわら
ず、予防接種を受けていませんでした。予防接種率が低
かったことを考えれば、これは驚くにはあたりません。実
際、当時は人口の半分以上に相当する1億2,500万人の
人々が公的または民間の医療保険のいずれにも加入し

ていない状況でした。3カ月間にわたり、2,400万人の子
どもを対象とした予防接種キャンペーンが実施された結
果、ポリオ流行は終息しました。  
こうした事態が起こりつつも、アジアの医療事情は所得
や場所を問わず、総じて改善されつつあります。現在で
は大半の国の政府が、医療へのアクセスは権利である
と認識し、同分野での投資を進めています。国民皆保険
制度も、タイなど1970年代初めから導入が始まった国も
ありますが、フィリピン（2004年）やベトナム（2005年）の
ように導入から日が浅い国もあります。 
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最高の贈り物  
オーダーメイドの加齢対策で健康状態の悪化を防ぐ生活習慣を知るアジア全体に健康状態の向上をもた
らす上で民間保険が大きな役割を果たすことになる理由をフォルカー・シュトゥーフェン氏が解説 



一方、インドネシアは2014年より世界最大規模の単一支
払者医療制度を開始しました。この制度は、2019年まで
に全国民2億4,700万人に医療を提供することを目的とし
ており、年間の医療費総額は150億ドル、1人あたり医療
費は60ドルと想定しています。  
 
政府のジレンマ 
医療制度の改善の背景となっているのは、低～中所得
国の経済発展です。世界銀行の推定によると、東アジア
（中国からパプアニューギニアに至る国々）の医療支出
は、1995年のGDP比3.3％から2014年には同5.3％に拡
大しました。この規模は依然EUの医療支出の半分、北米
と比べると3分の1程度ですが、今後も増大を続けていく
でしょう。  
医療費増大の要因としては、社会保障制度の拡大だけ
でなく、1人あたり医療費の増加も挙げられます。OECD
によると、アジアの繁栄に伴い、中間層の規模は2009年
の5億2,500万人から2030年には32億人に拡大すると見
込まれます。中間層が豊かになると、平均寿命の延伸に
伴う様々な疾患に対処するため、より良い医療を望むよ
うになります。そして周りの家族友人が加齢による慢性
的疾患にかかると、最高の贈り物とは健康であることを
認識します。  
しかし、ここには問題があります。欧米諸国が100年近く
かけて広範囲な医療のセーフティーネットを構築した一
方で、アジア諸国では高齢化に転じる前の人口ボーナス
が数十年しか続きません。 
基本的な保健医療サービスの提供途上にある国々の政
府は、欧米式の多額の歳出を伴う医療制度づくりに限り
ある公的財源を充てるわけにはいきません。インドネシ
アのポリオ発生の事例で浮き彫りになったように、保健
医療サービスが身近で提供されていても、それにアクセ
スできない場合があります。その理由は、人口過密から
リソース不足まで様々です。またインフォーマル部門の
労働者は医療制度の対象とならない国もあります。制度
の対象が限定的、自己負担があるなどの理由で、必要
な保健医療サービスを必ずしも受けられるわけではあり
ません。  
例えばフィリピンの制度では医薬品が対象外となってい
ます。患者は自己負担で薬を買うか、薬なしかを選択し
なければなりません。こうした負担は、家計に厳しい影響
をもたらすことが少なくありません。医療費の支払いのた
め、貯蓄の取り崩しや家屋などの資産売却、借金を余儀
なくされます。世帯主が病気になれば、一般に収入が途
絶えます。こうした理由により、家計は長期にわたり逼迫
することになります。限られた公的財源は全国民を対象
とした基本的な保健医療サービスの提供に充てることが
適切といえます。自己負担の問題においては、公的制度
は重要な医療ニーズの充足と質の確保に特化すること
により、実費給付と利用可能な財源が釣り合うようにす
る必要があります。そして目標は常に、国民の健康状態
を改善し、病気が原因で貧困に陥ることを防ぐということ
でなくてはなりません。 
 

保険がより多くの人の手に届くように  
基本的な医療の範囲を超える医療サービスへの需要は
民間保険で対応することが可能です。これまでアジア市
場においては、政府が程度の差はあれ公的医療サービ
スを提供してきたため、民間医療保険の役割は重要では
ありませんでした。 
しかし他国の経験が示すように、中間層の購買力が拡大
すると、保険によるリスクプーリングの仕組みを利用でき
るようになり、その結果、高額な医療費のリスクから自分
自身や家族の身を守り、より広範かつ大きな補償を得ら
れるようになります。マレーシアやタイなどでは、すでにこ
のプロセスが起こっており、高評価の公的医療インフラを
構築するに至りました。両国とも民間医療保険の力強い
成長と民間医療セクターの拡大が続くと見込まれます。  
こうした傾向から、アジアにおける民間保険の利用は増
加していくと見られます。公的医療機関の長い待機者リ
ストよりも、すぐに治療してもらえる質の高い医療を求め
る人が増えていくでしょう。寿命が延びた人生を、保険に
よるソリューションやサービスによって身を守り、安心して
暮らしたいと考えるようになるのです。そして、中間層の
家計にとっても壊滅的な、重症疾患の治療に必要な自己
負担の支出に備えようとするのです。 
 
多柱型の医療保険 
民間医療保険の発達は国民皆保険への取り組みを補完
するものです。各国のニーズに応じて適切に規定された
公的保険（1階部分）の上に、任意の民間医療保険の階
層を加えた多柱型の制度により、公的保険を強化するこ
とができます。アジアでは各国政府がこのことを認識しつ
つあり、自由化を通じた民間医療保険の利用拡大を奨
励しています。国民が豊かになり、保険が持つリスクプー
リングという利点への意識が高まる中、保険の利用は大
衆層まで広がっていくことでしょう。 
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